
 

 

 

 

 

令和６年９月６日招集 

 

 

 

第４回見附市議会定例会提出議件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見 附 市      

 

 



 

 

 



 市 長 提 出 議 件           

 

議第５２号 見附市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

議第５３号 見附市空家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

議第５４号 令和５年度見附市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

議第５５号 令和５年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

 

議第５６号 令和５年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

 

議第５７号 令和５年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 

議第５８号 令和５年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 

議第５９号 令和５年度見附市水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について 

 

議第６０号 令和５年度見附市下水道事業会計決算の認定について 

 

議第６１号 令和５年度見附市病院事業会計決算の認定について 

 

議第６２号 令和６年度見附市一般会計補正予算（第２号） 

 

議第６３号 令和６年度見附市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号） 

 

議第６４号 副市長の選任について 

 

議第６５号 教育委員会委員の任命について 

 



 

 

 



 

議第５２号 

 

   見附市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

見附市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとす

る。 

 

令和６年９月６日 

 見附市長  稲 田  亮 

 

見附市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

見附市国民健康保険条例（昭和３４年見附市条例第２１号）の一部を次のように

改正する。 

第１６条中「第９項」を「第５項」に、「、若しくは」を「、又は」に改め、「又

は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに

応じない場合」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴

う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９

条の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例の施行

の日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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議第５３号 

 

   見附市空家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 見附市空家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

するものとする。 

 

  令和６年９月６日提出 

見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市空家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例 

 見附市空家等の適正管理に関する条例（令和３年見附市条例第６号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１項第２号を同項第５号とし、同項第１号中「居住する者及び市内に

建物その他の工作物、土地及び立木を有する者並びに市内の事務所又は事業所に

勤務する者をいう」を「在住、滞在、通勤又は通学する者、市内の自治組織及び

市民活動団体並びに市内に事務所を有する法人その他の団体をいう」に改め、同

号を同項第４号とし、同項に第１号から第３号までとして次の３号を加える。 

（１） 空家等 法第２条第１項に規定する空家等をいう。 

（２） 特定空家等 法第２条第２項に規定する特定空家等をいう。 

（３） 管理不全空家等 法第１３条第１項に規定する管理不全空家等をいう。 

第２条第１項に次の１号を加える。 

（６） 関係機関 国及び県の機関並びに市の区域を所管する警察署をいう。 

第２条第２項を削る。 

第６条中「国及び県の機関、警察署その他の関係機関（以下「関係機関」とい

う。）、町内会等」を「関係機関及び市民等」に改める。 

第７条の見出し中「特定空家等に係る」を削り、同条第１項中「定める」の次

に「管理不全空家等又は」を加え、同条第２項中「市長は、」の次に「管理不全
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空家等又は」を、「当該」の次に「管理不全空家等又は」を加える。 

第８条第１項前段中「市長は、」の次に「管理不全空家等又は」を加え、「に

関し」を「が人の生命、身体又は財産に対する重大な被害を与えることが明らか

な状態であって」に改め、「ときは、当該」の次に「管理不全空家等又は」を加

え、同項中「から徴収するものとする」を「に負担させるものとする」に改め、

同条第２項前段中「得られなかった」の次に「若しくは所有者等を確知すること

ができなかった管理不全空家等又は」を、「について、当該」の次に「管理不全

空家等又は」を加え、「市民等に」を「人の生命、身体又は財産に対し」に改

め、同項中「請求するものとする」を「負担させるものとする」に改める。 

第９条を削る。 

第１０条中「市長は、」の次に「管理不全空家等又は」を加え、同条を第９条

とし、第１１条を第１０条とする。 

附 則 

 この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

 



議第５４号 

 

 

 

令和５年度見附市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

５年度見附市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に

付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５５号 

 

 

 

令和５年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

５年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５６号 

 

 

 

令和５年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

５年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付し

て議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５７号 

 

 

 

令和５年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

５年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５８号 

 

 

 

令和５年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

５年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５９号 

 

 

 

令和５年度見附市水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和５年度見附市水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書（案）のと

おり処分し、併せて同法第３０条第４項の規定により、令和５年度見附市水道事

業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６０号 

 

 

 

令和５年度見附市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和５年度見附市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定

に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６１号 

 

 

 

令和５年度見附市病院事業会計決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和５年度見附市病院事業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に

付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年９月６日提出         

見附市長  稲 田  亮 
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議第６２号 

 

令和６年度 見附市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和６年度見附市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２７，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１９，６３５，０００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の追加及び廃止は、「第２表 継続費補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 令和６年９月６日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 



(単位：千円)

10 4,752,000 21,960 4,773,960

1 地方交付税 4,752,000 21,960 4,773,960

12 70,145 △115 70,030

1 負担金 70,145 △115 70,030

13 217,854 △85 217,769

1 使用料 87,942 △85 87,857

14 3,231,259 1,740 3,232,999

2 国庫補助金 1,440,030 1,740 1,441,770

19 75,377 471,167 546,544

1 繰越金 75,377 471,167 546,544

21 1,294,900 32,333 1,327,233

1 市債 1,294,900 32,333 1,327,233

19,108,000 527,000 19,635,000

(単位：千円)

2 2,705,034 403,897 3,108,931

1 総務管理費 2,374,749 403,897 2,778,646

3 6,592,007 28,980 6,620,987

1 社会福祉費 3,255,096 17,720 3,272,816

2 児童福祉費 3,085,282 11,260 3,096,542

10 2,721,858 7,440 2,729,298

6 保健体育費 414,418 7,440 421,858

11 3 86,683 86,686

3 その他施設災害復旧費 0 86,683 86,683

19,108,000 527,000 19,635,000

災害復旧費

歳　　出　　合　　計

総務費

民生費

教育費

歳　　入　　合　　計
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歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

繰越金

市債

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額
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第 ２ 表  継 続 費 補 正 
 
追加 

款 項 事業名 総額 期間 年割額 

   千円  千円 

11 災害 

復旧費 

4 その他施設      

災害復旧費 
総務管理施設復旧事業 196,280 

令和 6 年度 76,700 

令和 7 年度 119,580 

 
 
廃止 

款 項 事業名 
補  正  前 補  正  後 

総額 期間 年割額 総額 期間 年割額 

   千円  千円 千円  千円 

2総務費 

  

1 総務管

理費 

本庁舎外壁

等改修事業 
196,280 

令和 6

年度 
76,700 

－ 

令和 6

年度 
－ 

令和 7

年度 
119,580 

令和 7

年度 
－ 
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 第３表  地 方 債 補 正 
 
追 加 

  起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 千円    

総務管理施設復旧事業 81,903 
普通貸借又

は証券発行 

4.0％以内（た

だし、利率見直

し方式で借り入

れる政府資金

及び地方公共

団体金融機構

資金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当該

見直し後の利

率） 

政府資金、地方公共団体

金融機構資金及び新潟県

資金については、その融

通条件により、銀行その他

の資金についてはその融

通条件又は協定による。

ただし、財政等の都合によ

り繰上償還し、又は償還年

限を短縮し、若しくは低利

債への借換えができるもの

とする。その他事業の進捗

状況等により前借りをする

ことができるものとする。 
 
 

変 更 

起債の目的 

補 正 前 補 正 後 

限度額 
起 債 

の方法 
利 率 償還の方法 限度額 

起 債 

の 方 法 
利 率 

償 還 

の 方 法 

 千円    千円    

温浴施設整備事業 5,600 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内（た

だし、利率見

直し方式で借

り入れる政府

資金及び地方

公共団体金融

機構資金につ

いて、利率の

見直しを行っ

た後において

は、当該見直

し後の利率） 

政府資金、地方公共

団体金融機構資金及

び新潟県資金につい

ては、その融通条件

により、銀行その他

の資金についてはそ

の融通条件又は協定

による。ただし、財

政等の都合により繰

上償還し、又は償還

年限を短縮し、若し

くは低利債への借換

えができるものとす

る。その他事業の進

捗状況等により前借

りをすることができ

るものとする。 

5,900 

変更 

なし 

変更 

なし 

変更 

なし 

臨時財政対策債 39,000 46,630 

 



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

10 地方交付税 4,752,000 21,960 4,773,960

12 分担金及び負担金 70,145 △115 70,030

13 使用料及び手数料 217,854 △85 217,769

14 国庫支出金 3,231,259 1,740 3,232,999

19 繰越金 75,377 471,167 546,544

21 市債 1,294,900 32,333 1,327,233

19,108,000 527,000 19,635,000歳　　入　　合　　計
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歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

2 総務費 2,705,034 403,897 3,108,931

3 民生費 6,592,007 28,980 6,620,987

10 教育費 2,721,858 7,440 2,729,298

11 災害復旧費 3 86,683 86,686

19,108,000 527,000 19,635,000

- 6 -

補　正　額

歳　　出　　合　　計

款 計補正前の額



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

△57,500 461,397

△200 29,180

1,740 5,700

81,903 4,780

1,740 24,403 △200 501,057

補　正　額　の　財　源　内　訳
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一　般　財　源
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源



２　歳　入

（一般会計）
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11 災害復旧事業債 0 81,903 81,903

46,63010 臨時財政対策債 39,000 7,630

5,9006 商工債 5,600 300

1 総務債 139,000 △ 57,500 81,500

市債 1,294,900 32,333 1,327,2331

21 市債 1,294,900 32,333 1,327,233

1 繰越金 75,377 471,167 546,544

繰越金 75,377 471,167 546,5441

19 繰越金 75,377 471,167 546,544

1 総務費国庫補助金 648,482 1,740 650,222

国庫補助金 1,440,030 1,740 1,441,7702

14 国庫支出金 3,231,259 1,740 3,232,999

2 民生使用料 25,974 △ 85 25,889

使用料 87,942 △ 85 87,8571

13 使用料及び手数料 217,854 △ 85 217,769

1 民生費負担金 44,958 △ 115 44,843

負担金 70,145 △ 115 70,0301

12 分担金及び負担金 70,145 △ 115 70,030

1 地方交付税 4,752,000 21,960 4,773,960

地方交付税 4,752,000 21,960 4,773,9601

計

10 地方交付税

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１０　地方交付税
（項）　　１　地方交付税

4,752,000 21,960 4,773,960

補　正　額



区　　分 金　　額

    債

- 9 -

　１０款　地方交付税　１２款　分担金及び負担金　１３款　使用料及び手数料　１４款　国庫支出金

　１９款　繰越金　２１款　市債

  1 災害復旧事業 81,903   1 一般単独災害復旧事業債（総務課）（令和６年災） 81,903

    債
  1 臨時財政対策 7,630   1 臨時財政対策債 7,630

  1 商工債 300   1 公共施設等適正管理推進事業債（地域経済課） 300

△ 57,500   1 一般単独事業債（総務課） △ 57,500  1 総務管理債

471,167   1 前年度分 471,167  1 繰越金

    交付金
1,740   1 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 1,740  3 地方創生臨時

    料
△ 85   1 公立保育園保育料 △ 85  2 児童福祉使用

    担金
△ 115   1 保育所児童運営費負担金 △ 115  2 児童福祉費負

21,960   1 普通交付税 21,960  1 地方交付税

節

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

（一般会計）

- 10 -

15,560 1,451,742 15,5602 老人福祉費 1,436,182

2,160

3,272,816 17,720

1 社会福祉総務費 1,697,103 2,160 1,699,263

28,980 6,620,987 △ 200 29,180

1 社会福祉費 3,255,096 17,720

3 民生費 6,592,007

170,48015 諸費 3,319 170,480 173,799

123,352 22,20011 市民活動推進費 101,152 22,200

11,750 145,424 11,7505 企画費 133,674

△ 57,500
地方債

178,502 △ 19,9734 財産管理費 255,975 △ 77,473

491,359 276,9403 財政会計管理費 214,419 276,940

461,397

1 総務管理費 2,374,749 403,897 2,778,646 △ 57,500 461,397

2 総務費 2,705,034 403,897 3,108,931 △ 57,500

（款）　　２　総務費
（項）　　１　総務管理費

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳



金　　額

　　２款　総務費　　３款　民生費

- 11 -

及び交付金
15,560   1 後期高齢者医療制度事業 15,560

15,560　　　負担金
18 負担金補助

　　　　雇用保険料 34
147 　　　社会保険料等 344 共済費

　　　会計年度任用職員共済組合負担金 113
3 職員手当等 261 　　　会計年度任用職員手当 261

　　　会計年度任用職員報酬 1,752
2,1601 報酬 1,752   1 社会福祉総務一般経費

　　　　過年度分国県支出金精算返納金 170,480
及び割引料 　　　償還金 170,480

170,48022 償還金利子 170,480   1 過年度分国県支出金精算返納金

　　　　市民活動拠点水道加入金 70
70及び交付金 　　　負担金

70 　　　　市民活動拠点設置工事費 22,00018 負担金補助
　　　工事請負費 22,000

14 工事請負費 22,000 　　　　市民活動拠点整備事業調査等委託料 125
　　　委託料 125

512 委託料 125 　　　　市民活動拠点水道手数料
　　　手数料 5
  1 市民交流センター管理費 22,20011 役務費 5

　　　　移住支援事業補助金 10,900
　　　補助金 10,900
  2 定住促進対策事業 10,900

及び交付金
　　　　外部人材募集委託料 85018 負担金補助 10,900
　　　委託料 850

850   1 企画一般経費 85012 委託料

　　　　本庁舎外壁等改修工事費 △ 76,700
　　　工事請負費 △ 76,700

14 工事請負費 △ 76,700 　　　　本庁舎外壁等改修工事設計業務委託料 △ 5,203
　　　委託料 △ 5,203

4,43012 委託料 △ 5,203 　　　　施設修繕料
　　　修繕料 4,430
  1 庁舎管理費 △ 77,47310 需用費 4,430

　　　積立金 276,940
  1 財政調整基金 276,94024 積立金 276,940

説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分

（単位：千円）

節



特定財源 一般財源

　　

　　

（一般会計）

81,903
地方債

4,780

1 現年災害復旧費 86,683 86,683 4,780

3 その他施設災害復旧費 86,683

11 災害復旧費 3 86,683 86,686

- 12 -

81,903 4,780

86,683 81,903

243,942 5,7004 給食センター運営費 238,242 5,700

1,740
国庫支出金

1,740 5,700

3 学校給食費 39,861 1,740 41,601

2,729,298 1,740 5,700

6 保健体育費 414,418 7,440 421,858

10 教育費 2,721,858 7,440

△ 200
その他

1,967,944 11,3202 児童措置費 1,956,824 11,120

140

△ 200 11,460

1 児童福祉総務費 370,029 140 370,169

2 児童福祉費 3,085,282 11,260 3,096,542

（項）　　１　社会福祉費

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　３　民生費



金　　額

　　　　施設修繕料 4,78012 委託料 5,203
　　　施設修繕料 4,780

10 需用費 4,780   1 総務管理施設復旧事業 86,683

- 13 -

　　３款　民生費　１０款　教育費　１１款　災害復旧費

　　　　給食配送委託料 5,700
　　　委託料 5,700
  1 給食センター運営費 5,70012 委託料 5,700

　　　　学校給食運営費補助金 1,740
　　　補助金 1,740及び交付金

18 負担金補助 1,740   1 学校給食運営費補助事業（物価高騰） 1,740

　　　　過年度分保育料還付金 70
　　　償還金 70
　　　　保育料補助金（返還相当分） 170
　　　補助金 170
  4 広域入所委託事業費 240

　　　　保育料補助金（返還相当分） 2,520
　　　　第三子以降１・２歳児保育料無償化事業補助金 1,600
　　　補助金 4,120
  3 認定こども園・小規模保育施設運営事業 4,120

　　　　過年度分保育料還付金 3,440
　　　償還金 3,440
　　　　第三子以降１・２歳児保育料無償化事業補助金 230
　　　補助金 230
  2 私立保育所運営事業 3,670

2,890及び割引料 　　　　過年度分保育料還付金
6,400 　　　償還金 2,89022 償還金利子

　　　　第三子以降１・２歳児保育料無償化事業補助金 200
及び交付金 　　　補助金 200

  1 公立保育所運営事業 3,09018 負担金補助 4,720

　　　　郵便料 122
　　　通信運搬費 122

122 　　　印刷製本費 1111 役務費
　　　消耗品費 7

10 需用費 18   1 児童福祉総務一般経費 140

　　　　療養給付費負担金（過年度分） 15,560

区　　分

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明



特定財源 一般財源

（一般会計）

- 14 -

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　１１　災害復旧費
（項）　　３　その他施設災害復旧費



金　　額

　１１款　災害復旧費

- 15 -

　　　　本庁舎外壁等改修工事費 76,700
　　　工事請負費 76,700

14 工事請負費 76,700
　　　　本庁舎外壁等改修工事設計業務委託料 5,203
　　　委託料 5,203

説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分

節

（単位：千円）



（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(307)
305 501,774 1,142,488 904,826 2,549,088 483,765 3,032,853
(306)

305 500,022 1,142,488 904,565 2,547,075 483,618 3,030,693
(1)

0 1,752 0 261 2,013 147 2,160

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分 期　末 勤　勉

千円 千円

補 正 後 301,062 240,793

補 正 前 300,913 240,681

比 較 149 112

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(8)
305 0 1,142,488 812,879 1,955,367 376,946 2,332,313
(8)

305 0 1,142,488 812,879 1,955,367 376,946 2,332,313
(0)

0 0 0 0 0 0 0

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

１．一般職

職員手当
の内訳

区　　分

補正後

補正前

比　較

職員数 備　　考合　　計共済費
給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

ア．会計年度任用職員以外の職員

補正後

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

比　較

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

補正前

‐16‐



報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(299)
0 501,774 0 91,947 593,721 106,819 700,540
(298)

0 500,022 0 91,686 591,708 106,672 698,380
(1)

0 1,752 0 261 2,013 147 2,160

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分 期　末 勤　勉

千円 千円

補 正 後 52,816 39,131

補 正 前 52,667 39,019

比 較 149 112

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

千円 千円 千円

その他増分

261

その他の
増分

261職員手当 261

増減事由別内訳 説　　　明

合　　計

イ．会計年度任用職員

区　　分 備　　考職員数
給　　　与　　　費

共済費

職員手当
の内訳

補正後

補正前

備　　　　考

比　較

タテ計とヨコ計に数式が

‐17‐



国 県
支 出 金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

6 76,700 0 57,500 0 19,200 0 0 76,700 76,700 0 39.1%

7 119,580 0 89,600 0 29,980 0 0 119,580 0 119,580 60.9%

計 196,280 0 147,100 0 49,180 0 0 196,280 76,700 119,580 100.0%

6 △ 76,700 0 △ 57,500 0 △ 19,200 0 0 △ 76,700 △ 76,700 0 △ 39.1%

2
総務費

1
総務管理
費

7 △ 119,580 0 △ 89,600 0 △ 29,980 0 0 △ 119,580 0 △ 119,580 △ 60.9%

計 △ 196,280 0 △ 147,100 0 △ 49,180 0 0 △ 196,280 △ 76,700 △ 119,580 △ 100.0%

6 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

7 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

6 76,700 0 76,700 0 0 0 0 76,700 76,700 0 39.1%

11
災害復旧
費

7 119,580 0 119,580 0 0 0 0 119,580 0 119,580 60.9%

計 196,280 0 196,280 0 0 0 0 196,280 76,700 119,580 100.0%

翌年度以降
支出予定額

継続費の
総額に対
する進捗

率

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

一般財源

全　　体　　計　　画

補
正
額

款 項 事業名
区
　
分

補
正
前
の
額

補
正
後
の
額

4
その他施
設災害復
旧費

総務管理
施設復旧
事業

本庁舎外
壁等改修
事業

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

補
　
正
　
額

前々年度
末までの
支出額

前年度末
までの支
出(見込)

額

当該年度支
出予定額年度 年割額

当該年度
末までの
支出予定

額
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補 正 前 補 正 後 補 正 前 補 正 後

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１．普　 　通 　　債 13,479,523 13,299,755 1,255,900 1,198,700 969,357 13,586,298 13,529,098

　（1）総　　　　　　　　　　　　務 394,017 383,607 139,000 81,500 43,690 478,917 421,417

　（2）民　　　　　　　　　　　　生 123,098 260,642 31,700 31,700 5,887 286,455 286,455

　（3）衛　　　　　　　　　　　　生 7,061,778 7,002,279 85,200 85,200 169,850 6,917,629 6,917,629

　（4）労　　　　　　　　　　　　働 15,275 14,425 2,500 2,500 850 16,075 16,075

　（5）農　  林  　水  　産   業 361,767 377,093 33,200 33,200 29,025 381,268 381,268

　（6）商　　　　　　　　　　　　工 221,487 163,139 5,600 5,900 56,544 112,195 112,495

　（7）土　　　　　　　　　　　　木 2,586,841 2,605,132 186,900 186,900 345,760 2,446,272 2,446,272

　（8）消　　　　　　　　　　　　防 241,323 221,218 35,100 35,100 55,342 200,976 200,976

　（9）教　　　　　　　　　　　　育 2,473,937 2,272,220 736,700 736,700 262,409 2,746,511 2,746,511

２．災 害 復 旧 債 27,906 33,366 0 81,903 5,241 28,125 110,028

　（1）補　　　助　　　災　　　害 19,719 16,116 0 0 3,604 12,512 12,512

　（2）単　　　独　　　災　　　害 8,187 17,250 0 81,903 1,637 15,613 97,516

３．そ 　  の   　他  6,485,898 5,863,909 39,000 46,630 658,128 5,244,781 5,252,411

　（1）減　 税　 補　 て  ん  債 24,594 14,410 0 0 7,474 6,936 6,936

　（２）臨　時  財  政  対 策  債 6,046,905 5,498,386 39,000 46,630 585,260 4,952,126 4,959,756

　（３）退　職　手　当　債 74,199 57,713 0 0 16,486 41,227 41,227

　（４）減　収　補　て　ん　債 36,000 36,000 0 0 2,108 33,892 33,892

　（５）行　政　改　革　推　進　債 304,200 257,400 0 0 46,800 210,600 210,600

合　　　　　　　　　　　計 19,993,327 19,197,030 1,294,900 1,327,233 1,632,726 18,859,204 18,891,537

前 年 度 末
現 在 高

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する補正調書

当該年度末現在高見込額
前 々 年 度 末
現 在 高

区                分 当 該 年 度 起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
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議第６３号 

 

令和６年度 見附市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和６年度見附市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，２００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５５２，２００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和６年９月６日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

4 1 7,200 7,201

1 繰越金 1 7,200 7,201

545,000 7,200 552,200

(単位：千円)

2 529,327 7,200 536,527

1 後期高齢者医療広域連合納付金 529,327 7,200 536,527

545,000 7,200 552,200

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

後期高齢者医療広域連合納付金

歳　　出　　合　　計

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

4 繰越金 1 7,200 7,201

545,000 7,200 552,200歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

2 後期高齢者医療広域連合納付金 529,327 7,200 536,527

545,000 7,200 552,200歳　　出　　合　　計

款 計補正前の額 補　正　額

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

7,200

0 0 0 7,200

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
補　正　額　の　財　源　内　訳

- 5 -

一　般　財　源



２　歳　入

（後期高齢者医療特別会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　　４　繰越金
（項）　　１　繰越金

1 7,200 7,201

補　正　額 計

4 繰越金

繰越金 1 7,200 7,2011

1 繰越金 1 7,200 7,201

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  1 繰越金 7,200   1 前年度分 7,200

- 7 -

　　４款　繰越金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（後期高齢者医療特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　２　後期高齢者医療広域連合納付金
（項）　　１　後期高齢者医療広域連合納付金

2 後期高齢者医療広域連 529,327 7,2007,200 536,527
合納付金

1 後期高齢者医療広域連 529,327 7,200 536,527 7,200
合納付金

1 後期高齢者医療広域連 529,327 7,200 536,527 7,200
合納付金

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

7,200負担金補助18 7,200  1 後期高齢者医療広域連合納付金
及び交付金 　　　負担金 7,200

7,200　　　　保険料等負担金（過年度分）

　　２款　後期高齢者医療広域連合納付金

- 9 -



 

 

 





 

 

 





 

 

 


